
令和4年度　事業報告

学校法人　九州電気専門学校

１．法人の概要

（１） 建学の精神（教育指針）

① 電気技術教育を通じ国家社会の進展と人類の福祉に貢献する。

② 誠実明朗な人格の形成に努め責任を重んずる有能な技術者を養成する。

③ 勤労しつつ電気技術の習得を志す者に勉学の場を設け、地域社会に寄与する。

（２） 学校法人の沿革

○　大正12年、当時の九州帝国大学、九州財界や官界の諸先生が、将来の電気技術者

　の不足を憂い、向学心に燃える勤労青年を教育し、質実剛健で有意な人材を育てること

　を目的に、夜学として創設した。

○　戦争混乱期等、学校経営上厳しい時期もあったが、昭和30年代後半には九州電力

　初代社長佐藤篤二郎氏を理事長に迎え、時代の要請に応えるために青少年に魅力

　のある有国家資格の学校として尽力・再興、昭和51年には学校法人として現校名とし、

  現在地に校舎を新設した。

○　昭和50年代には電気主任技術者認定校や電気工事士養成施設指定校となるととも

　に､昭和57年には全日制の設置､平成7年には専門士称号認定等､様々な発展と歴史を

　辿り、これまでの100年間で、7,000人を超す卒業生を世に送り出してきた。

（３） 設置する学科

（表１）

（４） 学科等の学生数の状況

（表２） （令和4年5月1日現在）
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(5) 役員の概要 （令和4年8月末日現在）

（表３）   [定員数]　理事７名　監事２名

梨田　一海 3号(学識経験者)
渡辺　征夫 1号（校長）：1名
中原　道隆 2号（評議員）

廣渡　健 3号(学識経験者)
：計4名

今村　弘

佐竹正浩

八尋　茂 2号（評議員）
：計2名

渡邊　洋祐
遠藤　泰昭 ―

(6) 評議員の概要 （令和4年8月末日現在）

（表４） [定員数]　19名

氏名 評議員選任条項

渡辺　征夫 1号（校長）：1名

中原　道隆 2号（職員）

岡田　龍雄 4号(学識経験者)

田中　勉 ：9名

大岩根　誠

佐々木有三

漆間　道宏

小野　利喜

末松　義浩

近藤　勲

吉田　大輔

八尋　茂 3号（卒業生）

西村　龍二 ：5名

吉松　信幸

平田　大輔

山科　光男

坂口　秀治 2号（職員）

佐藤　博 ：計4名

徳永　洋一

区分 氏名

監事

理事長
理事

理事選任条項
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(7) 教職員の概要 （令和4年5月1日現在）

（表５）

 非常勤 備　　考

校長・副校長 2 ―

電気工学科 7 平均年齢（常勤66.9歳、非常勤67.9歳）

電気工事士科 2 平均年齢（常勤68歳、非常勤69.4歳）

職 　　員 4 常勤（総務部長、広報部長、担当2人）

（注）１．電気工学科の非常勤には、九大院生14人を含む

　　　2．電気工学科の平均年齢には、九大院生を除く

　　　3．職員の非常勤3名はパート

　

(8) 組織図

（事務局長）

九州電気専門学校

（校長、副校長） 就職支援センター

電気工学科  （全日制、定時制）

電気工事士科（全日制、定時制）

(9) 施設等の状況

① 主な現有施設設備の所在地等の説明

（表６） （千円）

所在地 摘 　　 要

校地　 1,734 S50.11取得

福岡市博多区 建物 2,835

住吉四丁目 本館 2,053 　 184,380  61,355 S51.8竣工、S58.3・S60.3増設

4番5号 別館    765  99,252  54,707 S62.4竣工、H6.4・H7.4増設

渡廊下      17  10,249    6,015 H7.9竣工

総務部

広報部

学生部

教務部

 理事会

評議員会

面積（㎡）施設等
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帳簿価額取得価額
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２．事業の概要

わが国においては基調的に少子化や若者の電気離れの傾向にあり、また平成20年代中頃

からは経済情勢の持ち直しや企業の人手不足等により、近年においては入学者が60名前後

に低迷し、大変厳しい学校運営を余儀なくされてきている。

このような状況下、令和4年度は経営の安定を目指して、経費節減の推進や種々の収益

確保施策の検討及び一段の入学者増加対策について全校一丸となって取り組むとともに

学費の見直しについても検討を行い、令和4年度から改定した。

また、新型コロナウイルス感染拡大の影響による経済不安から、資格取得等への意向もあり

R4/4入学者は77名と昨年の71名より増加した。

また本校の就職面においては良好な状況が続いており、R5/3卒業者の就職内定率は

95％となった。電気技術者や電気主任技術者等の全国的な有資格者の不足が現実的な問題

となっており、即戦力となる人材の養成を目指す本校での就学や就職面での有利性について、

社会の認識が新たとなる契機ともなっている。

国の教育を取り巻く環境としては、近年、専修学校の質保証・向上に向けた評価制度が導入

され、当校においても自己評価及び学校関係者評価を行っている。

　　さらに、職業大学・短期大学が制度化されるなど実学教育が指向されるとともに、少子化への

対応策としての修学支援新制度も制定され、当校もその認定校となった。

また、今後のデジタル社会への対応を考慮した講義内容の見直しや、企業との連携をより深め

即戦力化を志向した「教育課程編成委員会」の設置などいろいろな取組みを展開し実践していく

事としている。

今後、新型コロナウイルス感染拡大については、安定傾向になり、教育環境も改善されるもの

と思われるが、18歳人口は減少傾向（2018年問題）にあることから､令和5年度についても、なお

一層の学校経営の安定化施策や100周年記念事業の募金活動等に積極的に取組んでいく。

以上のような情勢において、経済産業省による認定校及び指定校として、当校が令和4年度

に取組んだ主な内容と結果を以下に示す。
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(1) 業務関係

① 奨学金及び修学支援金受給状況 （表７）

o 令和4年度日本学生支援機構の奨学金及び修学支援金は､期末在籍者110名(電気工学科)

  のうち、受給者はそれぞれ39名（35％）、13名（12％）であった。

 昨年より奨学金の受給率は増加しており、 R2年度に新設された修学支援受給者を含めると

52名（47％）となる。なお、それぞれの人数は実人数で記載。

（表７-1）奨学金 受給状況（電気工学科 昼・夜）

 　受給状況（年度末）

＊1種：成績基準あり（無利子）

 　2種：成績基準実質無し（利子3％）

計

(注) 在籍者（　）内は休学者で内数　 　

（表７-2）修学支援金 受給状況（電気工学科 昼・夜）

区分外
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4

計 13

②学校創立100周年（令和5年（2023年）5月）にむけた記念事業の展開

o 募金（目標1.5億円）に向けた訪問活動他の実施。（R4年度末実績：約22百万円）

・新型コロナウイルス感染対策拡大の影響により活動を縮小した。

・募金の活用については活動縮小の影響も考慮し、学習環境整備を優先する。

③収益力向上諸施策の検討

・ R4.4からの学費改定実施

・ 学力に応じたきめ細かな指導体制整備による国家資格取得率の向上やコロナ禍を契機 

　にしたデジタル社会への変革を踏まえたカリキュラムの充実等による入学者増対策の検討
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(2) 広報関係

o 学校説明会（オープンキャンパス）や高等学校訪問活動、ガイダンスへの参加などを実施。

　　　企業関連については、福岡県電気工事業2組合や同18支部訪問を主に訪問した。

  定期実施の学校説明会には、昨年より13%減の78名だが昨年同様に5割以上は入学した。

o 認知効果が期待できるホームページに女性専用ページを追加したが、女性の入学者は

　工事士科の1名であった。ホームページからはメールやLINEを使っての問い合わせもあり

　入学につながったケースが5件ほどあった。また、学校向けには案内パンフレットや卒業生

　　　の「就職内定者便り」、保護者向けには「KECだより」を送付した。さらに、高校向けの「校

　内掲示用のリーフレット」を作成し高等学校との連携を深めた。

① 令和5年4月入学者数 （表8）

（概要）

o 願書提出者は60名であったが併願者の辞退者が多く、入学者は54名と昨年から23名減。

・全日制の 電気工学科は28名と昨年（53名）から半減し、1クラス編成となった。

・全日制の電気工事士科は13名から14名と微増であった。

・定時制は両科で１4名と3名増加、特に工事士科は2名から5名に増加した。

・女性は工事士科に1名入学。留学生の入学はなし。

（特徴）

o 高校新卒は6割弱で昨年から約1割減、電気工学科の新卒者が大きく減少。

・出身地は主に福岡が多く（54％）、九州以外の出身者は昨年から減少（昨年13％、今年7％）。

・既卒者は昨年より若干少ない23名（昨年26名）だが、割合としては増加（昨年34％、今年53％）

・勤務継続者は昨年の5名に比べ7名と若干増。

（表8） 入学者数の推移 入学者目標 80 名

全日制

定時制

（小計）

全日制

定時制

（小計）

合　計

対前年差

(3) 教務関係

① 教育指導の充実

o 学生個々の基礎学力に応じた教育指導を行うため、学力判定試験を適宜行い、試験

　結果に基づく、資格取得講座（資格入門講座、技術講座Ⅰ・Ⅱ）のコース分けを実施。

o 基礎数学力が低い学生を対象とした「基礎数学コース」を資格入門講座の中に新設。

　さらに補講も実施し、学力の伸長を図った。
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o 「学生による授業評価アンケート」を本格実施し、結果を担当講師へフィードバック。

o より実践的な職業教育に取り組むため、企業等の委員から構成される「教育課程編成

　委員会」を設置（8月）し、授業カリキュラム見直しや新技術導入などについて意見交換

　を実施。以降、年２回（8月、12月）の開催を継続。

② 国家資格取得の推進 

o 在学中の国家資格取得を奨励し、資格取得講座において学力に応じた効果的な授業を

　 実施

o 本校における「在学中の資格取得支援策」を学生・保護者に適宜周知し、資格取得の

　 意識づけを図った。

o 令和４年度合格者数　(表9,10）

　・ 電気主任技術者：第三種３名合格

　・ 電気工事士：第一種２２名合格

（表9） 国家試験合格者の年度別推移 （人）

第二種 (2)

第三種 (2) (6) (6)

第一種

（注）１．表中（　）内は既卒者を含めた合格者数

（表10）電気主任技術者(第三種)の科目合格者数の推移（人）

計

③休学・退学者の状況　(表11）

o 学力に幅がある学生に対するきめ細かな指導教育や面談を行い、また、本人の生活

　面の指導も含め家庭との密な連携を実施。

・休・退学者は5名（3.8%）。　　[昨年：3.6%]

・なお、メンタル面への支援としてスクールカウンセラーとの連携も図った。

（表11） 在籍者と休学、退学者等の年度別推移

 期首在籍者 （a) (4) (3) (2) (2)

 （期中休学者） (1) (2) (4)

 退学・除籍者 5<4> 6<2> 8 <2> 3 4

 期末在籍者 (1) (3) (4) (1) (1)

[休･退学､除籍者](b)

（注）１．在籍者の（　）内は休学者で内数

　２． <　>内は休学者が期中に退学・除籍した者で内数
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(4) 令和4年度卒業生の就職等進路

o  卒業生67名のうち、53名が就職を希望し51名が内定。内定率は96%。（表12）

他の14名は既職等。

o   就職希望者53名は昨年(41名)より12名多く、求人数も全国的な電気技術者の不足から

昨年の約1.3倍の283社に増加。

求人倍率は5.3倍（昨年は5.1倍）。 （表13）

o  内定企業数は40社（電気工学科と電気工事士科で同一企業に内定の場合１社でｶｳﾝﾄ）（表14）

なお昨年と同じ企業への内定は14社22名。（43％） 

   職種別では、建設関係が21社28名（55％）、製造関係が10社11名(22%)、サービス関係（保全・

電力・ｲﾝﾌﾗ）が8社11名（22％）。

   九電工の内定者は6名(九電は内定者なし)。九電及び九電工の関連会社への内定者は6社8名
計14名（27％）。

（表12） 卒業生の進路　　
卒業者  就職希望者(A)  他の進路内訳(B) （注）

(A＋B) 内定(a) 未定者 進学 自己開拓 その他

全日制 2

定時制 0

（小計） 2

全日制 0

定時制 0

（小計） 0

合　計 2

就職内定率(a/A) (51/53＝) 96％ （注）その他・・・　家業手伝い等

（表13） 就職内定率等 年度別実績

求人倍率(C/A)

（表14） 内定者の職種別内訳　　　　（　）内は内定企業数 (参考）

サービス その他

*同一企業あり

以　　上
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